
PEST分析レポート：食料品小売・同フランチャイズオーナー業界

（2025年～2030年予測含む） 

P（政治的要因） 

- 地方自治体の買い物弱者対策（移動販売支援や高齢者向けサービス助成）によって、

小規模店舗やフランチャイズに有利な環境が生まれる可能性。 

- 食品ロス削減関連の規制強化により、棚卸管理・IT 導入の義務化が進行する可能性あ

り。 

- 地政学リスク（中国・中東）による物流ルートの混乱が食品輸入価格に影響。国内回

帰（地産地消）促進政策の追い風。 

- 地方創生政策（地域ポイント制、住民参加型マーケット）との連携が新しい販路を生

む機会。 

E（経済的要因） 

- 持続的な物価上昇（食品価格＋物流＋人件費）により価格転嫁が困難な環境が継続。

特に原材料価格の不透明性（天候・海外需給）が経営を圧迫。 

- 中小規模事業者向けの物流コスト上昇（個別配送、少量発注非効率化）により、直営

店舗の利益構造が崩れやすい。 

- デジタル通貨やポイント経済（地域通貨・独自ポイント）との相互運用性を持つ店舗

が優位に。 

- フランチャイズ本部の再編や資本集中（M&A）が進み、加盟オーナーに対する収益分

配構造が変化。 

S（社会的要因） 

- 少子高齢化により、店舗の「移動」や「訪問販売」ニーズが高まり、従来型店舗モデ

ルが通用しづらくなる。 

- 若年層を中心とした「価格よりストーリー志向」の台頭。ローカル生産・エシカル消

費への支持拡大。 

- 高齢者向けには「健康管理型食品」や「かかりつけ店」的役割を果たす店舗が評価さ

れる傾向。 

- 移住者（地方への Uターン、I ターン）増加により、商圏の再構成・小規模拠点化の

流れ。 



T（技術的要因） 

- AI による需要予測・在庫最適化（廃棄削減）ツールの活用がフランチャイズ運営効率

を革新。 

- IoT付き冷蔵・冷凍設備による在庫品質管理の自動化。人手不足を補完するロボット

導入も進展。 

- 店舗と LINEなどの SNS 連携による「パーソナライズド販促」で来店頻度 UP。 

- 食品ロス・CO2 排出量をリアルタイムで可視化し、地域住民や自治体と連携する「見

える化店舗」モデルが拡大。 

🔮【5年後の仮説的シナリオ】 

- 「物流インフラの寸断」が起きた未来：災害や国際紛争によって一時的に流通網が寸

断された場合、地産地消と地域内ネットワークを持つ店舗が生き残る。 

- 「食と健康の一体化」社会の進展：AI 管理栄養士や個別健康指導サービスと連携する

フランチャイズが登場、特定層に強い支持を受ける。 

- 「地方分散型社会」到来：都市圏一極集中から地方移住が進む中、フランチャイズの

新出店モデル（複合施設内出店・シェア型販売所など）が再評価。 

- 「AI レジ＋完全無人店舗」普及：人件費抑制・営業時間延長が可能になり、大手以外

でも一定の導入が進む。 


